
令和5年度分担研究成果報告書 

 
2.特定健診・保健指導の費用対効果に関する研究 

 

 

研究分担者 後藤 励 慶應義塾大学 経営管理研究科／健康マネジメント研究科 

研究協力者 阿久根 陽子 慶應義塾大学 健康マネジメント研究科 
 

 

 

Ａ. 研究目的 

特定保健指導の評価は、生活習慣病の有病

者及び予備群の減少と医療費適正化の観点か

ら行うこととされている。医療費適正化効果

の評価では、先行研究において医療経済学的

アプローチを用いた検討が報告[1]されている

が、1) 糖尿病が検討の対象外、2) 検討期間が

12年間と短期間、3) 特定保健指導実施率が検

討の対象外、という課題があったので、これ

までにこれらの課題を解決したモデルを構築

し、特定保健指導の費用効果分析を行ってき

た。一方、先行研究も含めたこれらの検討で

は、疾患発生リスクが高い特定保健指導対象

者（ハイリスク群）を対象として特定保健指

導の費用対効果を検討しており、このような

ハイリスク群を特定する特定健診の費用と効

果については検討されていない。特定健診と

特定保健指導を包括的に評価するためには、

特定健診も評価可能なモデルを構築し、特定

健診・特定保健指導の費用効果分析を行う必

要がある。 

本年度は、A)特定保健指導の費用効果分析

の精査とB)特定健診・特定保健指導の費用効

果分析の検討を行った。前者では、昨年度に

引き続きモデル構造の精査を行った。さら

に、シナリオ分析として、男女差と開始年齢

が費用対効果に及ぼす影響について検討を行

った。後者では、A)で精査した特定保健指導

モデルをベースに、特定健診も評価可能なモ

デルを構築し、特定健診・特定保健指導の費

用効果分析を行った。 

 

 

Ｂ． 研究方法 

１．モデル概略 

長期間の個人の転帰をシミュレーション

可能なマイクロシミュレーションモデルを

用いて、費用とアウトカムを推計した。シ

ミュレーションは40歳から74歳（1サイク

ル＝1年）まで行った。モデル作成には

TreeAge Pro 2020 R1.2を用いた。A)特定保健

指導の費用効果分析での対象集団は、特定保

健指導の対象者（5万人）とし、特定保健

指導実施群と非実施群を比較した。B)特定

健診・特定保健指導の費用効果分析での対象

集団は、特定健診対象者（10万人）とし、特

定健診・特定保健指導実施群と非実施群を

比較した。 

 

２．対象集団の設定 

 シミュレーション開始時に集団に対し

て、肥満(BMI、腹囲)、血圧(収縮期、拡張

期血圧)、血糖(空腹時血糖値、HbA1c)、脂

質(HDLC、中性脂肪、総コレステロール、

LDLC、non-HDLC)などの危険因子を割り付

けた。A)特定保健指導の費用効果分析では、

中尾ら[2]の研究（ナショナルデータベース

(NDB)を用いて、特定保健指導対象者のう

ち、指導を受けた集団と受けていない集団

の指導前と指導3年後の危険因子を比較し

た研究）で報告された特定保健指導対象者

の検査値の平均値に基づいて設定した。報

告がなかったeGFRと喫煙割合、飲酒割合

はNDBオーブンデータ[3]に基づいて、総コ

レステロール値は国民健康・栄養調査[4]に

基づいて設定した。LDLCとnon-HDLCに関

しては、HDLC、中性脂肪、総コレステロ

研究要旨 
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効果分析では、費用対効果が良好ではない結果が示されたが、モデルの仮定に課題があ
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ールの数値から算出した。B)特定健診・特

定保健指導の費用効果分析における対象集団

は、特定健診参加者と非参加者に分けられ

る。このうち、前者の集団に関しては、①特

定保健指導対象者と②特定保健指導非対象者

が存在する。①と②の集団のそれぞれに中尾

ら[2]の研究に基づいて危険因子を設定し

た。特定健診非参加者の集団では危険因子の

情報がないが、前者の集団と同様に①と②の

集団で構成されると考えられるため、中尾ら

[2]の研究に基づいて危険因子を設定した。

中尾ら[2]の研究で報告されていない危険因

子に関してはNDBオープンデータ、国民健

康・栄養調査に基づいて設定した。なお、

特定健診参加者と非参加者で、①と②の集団

の構成割合は同じと仮定して分析を行った。 

 

３．特定保健指導の効果 

 特定保健指導の実施は、各危険因子に影

響を及ぼすことが示されている[2,5-6]。本

モデルでは、特定保健指導の効果は、シミ

ュレーション開始時に割り付けた危険因子

の変動として表現した。具体的には、特定

保健指導への参加の有無により、サイクル

ごとに危険因子が変動するとした。この変

動は、中尾ら[2]の研究に基づいて設定し

た。そのほかに、服薬状況と加齢によって

も危険因子は変動するとした。特定保健指

導の効果の設定は、A)とB)の分析で同じとし

た。 

 

４．特定健診・特定保健指導の実施率 

 特定健診・特定保健指導の実施率は年齢

と性別によって変動があるため、年齢・性別

を考慮した実施率[7]をA)とB)の分析それぞれ

に適用した。 

 

５．健康状態の移行確率 

 心筋梗塞、脳卒中、糖尿病、慢性腎臓病の4

つの疾患のリスク予測ツール[8-10]を用いて、

危険因子に基づいて発生率を推定した。病態

の悪化や心筋梗塞と脳卒中の再発率、糖尿病

の合併症（糖尿病網膜症、糖尿病足病変）発

生率などは、文献に基づいて設定した。移行

確率の設定は、A)とB)の分析で同じとした。 

 

６．費用とアウトカム 

A)とB)の分析の立場は公的医療の立場と

したが、費用は公的医療保険制度に含まれ

る直接医療費以外に特定保健指導や特定健

診の費用も含めて検討した。アウトカム指

標は費用対効果評価のガイドライン[11]に

基づき、質調整生存年(Quality-adjusted life 

year: QALY)を用いた。費用とQOL値は文献

に基づいて設定した。費用とQALYには、年

率2％の割引率を適用した。 

 

７．費用効果分析 

 A)とB)の費用対効果は、実施群と非実施

群の累積費用の差を両群の累積アウトカム

の差で割った増分費用効果比(Incremental 

cost-effectiveness ratio: ICER)で評価した。 

 

８．シナリオ分析 

A)特定保健指導の費用効果分析において、

男女差が費用対効果に及ぼす影響を評価する

ために、男性100％と女性100％の場合で分析

を行った。また開始年齢の影響を評価するた

めに、50歳から74歳までシミュレーションし

た分析を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では、論文などの一般に入手可能な

情報のみを用いて分析を行ったため、「人を

対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針」の適用外である。 

 

Ｃ．研究結果 

A) 特定保健指導の費用効果分析 

１．基本分析の結果 

昨年度報告したモデルでは、マイクロシ

ミュレーションの乱数により、直観に反す

る結果(例：実施率10％で非実施群よりも

QALYが低下)を示したので、モデル構造を

修正した。修正モデルを用いて5万人の仮

想集団を40歳から74歳までシミュレーショ

ンしたところ、非実施群と比較して、実施

群において一人当たり53,014円の費用削減

と0.044 QALYの増加が示され（表1）、修

正前と同じ傾向の結果を示した。 

 

２．基本分析の結果 

男性100％と女性100％の場合で分析を行っ

たところ、非実施群と比較して、実施群に

おいて一人当たり74,294円(男性)、13,583円

(女性)の費用削減と0.031 QALY(男性)、

0.014 QALY(女性)の増加が示された（表

2）。また50歳から74歳までシミュレーション

したところ、非実施群と比較して、実施群

において一人当たりの増分費用は46,658

円、増分QALYは0.020 QALY、ICERは

2,374,015円/QALYであった（表3）。 

 



B)特定健診・特定保健指導の費用効果分析 

10万人の仮想集団を40歳から74歳までシ

ミュレーションしたところ、非実施群と比

較して、実施群において一人当たりの増分

費用は79,708円、増分QALYは0.011 QALY 

ICERは7,216,351円/QALYであった（表

4）。 

 

Ｄ．考察 

A) 特定保健指導の費用効果分析 

１．基本分析の結果 

修正モデルを用いても、特定保健指導の

実施が費用削減効果及びQALYの増加をも

たらすことが示された。 

 

２．シナリオ分析の結果 

 男女差が費用対効果に及ぼす影響の検討で

は、男性100％と女性100％のそれぞれの集団

で分析を行い、いずれも基本分析同様に費用

削減効果及びQALYの増加をもたらすこと

が示された。一方で、女性では男性と比較

して費用削減額が小さかった。男性と女性

で危険因子や各疾患の発生率が異なるなど

様々な要因が考えられるが、特定保健指導

の実施率に着目すると、女性では40代と50

代での実施率が低くなる。この女性の40歳

から59歳までの実施率を男性と同じ実施率

に変更すると、女性集団での費用削減は

27,039円となった。このことから、40代と

50代女性への実施率の向上は、費用削減の

観点から望ましいことが示唆された。 

 開始年齢の影響を評価するために、50歳か

ら74歳までシミュレーションした分析では、

実施群で費用が増大することが示された。

ただし効果も増加するので、費用対効果に

優れるとされるICERの基準値(WTP, 

willingness to pay)を500万円/QALYと仮定す

ると、開始年齢を50歳と設定しても、保健

指導の実施は費用対効果に優れることが示

された。 

 

B)特定健診・特定保健指導の費用効果分析 

特定健診・特定保健指導の費用効果分析の

検討を行ったところ、ICERは7,216,351円

/QALYであり、ICERの基準値である500万

円を上回った。モデルで用いた特定健診非

参加者の危険因子の仮定には課題がある。

利用可能な文献がなかったため、危険因子

は特定健診参加者と同じと仮定したが、特

定健診参加者と非参加者では健康に対する

意識や行動などが異なる可能性があり、こ

の設定は実態を反映していないと考えられ

る。このため、健診非参加者での特定保健

指導対象者の割合を健診参加者の割合とは

違う値に設定するなどの対策が必要であ

る。また、本研究では健診や保健指導の費

用を含めた公的医療の立場としたが、特定

健診・特定保健指導の波及効果をより広い

観点から評価できる社会の立場での検討も

必要だと考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 モデル構造の精査を行い、修正したモデル

で特定保健指導の費用対効果を検討したとこ

ろ、修正前と同様に、実施群で費用削減効果

とQALYの増加が示された。シナリオ分析か

ら、40代と50代女性への実施率の向上は、

費用削減の観点から望ましいことが示唆さ

れた。また、シミュレーションの開始年齢

を40歳から50歳に変更しても費用対効果に

優れる結果を示した。 

特定健診・特定保健指導の費用効果分析

では、費用対効果が良好ではない結果が示

されたが、モデルの仮定に課題があるた

め、さらなる検討が必要であることが分か

った。また、より幅広い視点から評価を行う

ためには、社会の立場での分析が求められ

る。 

 

Ｆ．健康危機情報 

なし。 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

 なし。 

２．学会発表 

 なし。 

Ｈ．知的所有権の取得状況 

１．特許取得 

なし。 

２．実用新案登録 

なし。 

３．その他 

なし。 
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表1 特定保健指導の費用効果分析―基本分析の結果 

 

表2 特定保健指導の費用効果分析―男女差の影響を検討したシナリオ分析の結果 

1) 男性100%の集団 

 

2) 女性100%の集団 

 

表3 特定保健指導の費用効果分析―開始年齢の影響を検討したシナリオ分析の結果 

 

表4 特定健診・特定保健指導の費用効果分析の結果 

 

 

 

Strategy 累積費用 増分費用 QALYs 増分 QALYs ICER, JPY/QALY 

非実施群 3,067,004 ― 22.390 ― ― 

実施群 3,013,990 −53,014 22.434 0.044 Dominant 

Strategy 累積費用 増分費用 QALYs 増分 QALYs ICER, JPY/QALY 

非実施群 2,666,709 ― 22.227 ― ― 

実施群 2,592,415 −74,294 22.258 0.031 Dominant 

Strategy 累積費用 増分費用 QALYs 増分 QALYs ICER, JPY/QALY 

非実施群 4,452,421 ― 23.089 ― ― 

実施群 4,438,838 −13,583 23.103 0.014 Dominant 

Strategy 累積費用 増分費用 QALYs 増分 QALYs ICER, JPY/QALY 

非実施群 1,809,553 ― 17.573 ― ― 

実施群 1,856,211 46,658 17.593 0.020 2,374,015 

Strategy 累積費用 増分費用 QALYs 増分 QALYs ICER, JPY/QALY 

非実施群 1,813,867 ― 23.106 ― ― 

実施群 1,893,575 79,708 23.117 0.011 7,216,351 


